
35

現行の保育所に対する施設整備費補助の仕組み

（現行の保育所に対する施設整備費補助の仕組み）

○ 市町村が策定する整備計画に基づいて、以下の設置主体が保育所の施設整備（新設・修繕・増築等）を行う

場合に、定員規模、地域等に応じて、補助を行うもの。

《対象法人》

社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こども園の保育所部分）、日本赤十字社、公益法人

（※株式会社、ＮＰＯ法人は対象外。なお、公立保育所の施設整備については平成18年度に一般財源化。）

《国庫補助単価》 定員90名の新設の場合 １施設当たり6千万円（事業費ベース１億2千万円）※加算により異なる

《費用負担》 定額国１／２相当、市町村１／４相当、設置者１／４相当


